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(1) 地域の実態 

（地域特性） 

遠野市は岩手県の南東部の内陸に位置しており、総面積は 826 平方キロメートルである。

市内は標高 1,917 メートルの早池峰山（早池峰国定公園）を最高峰とした高原群に取り囲ま

れており、市の中央は盆地（遠野盆地）となっている。 

また、市内を西走する大小複数の河川沿いを中心に、耕地や集落が形成されている。気

候は、県内でも寒冷地帯に属しており、寒暖の差が激しく、厳冬期は氷点下 20 度近くになる

こともある。 

本市は農林業を基幹産業としており、中でも、ホップは半世紀以上にわたって栽培が行わ

れており、日本一の栽培面積を有しているほか、全国有数の乗用馬の馬産地でもある。 

加えて、本市には歴史的、文化的な景観が多くあり、柳田国男の「遠野物語」の舞台を巡る

観光コースや、宮沢賢治の「銀河鉄道の夜」のモデルになったといわれる「めがね橋」など、

歴史的な美しい景観を観光に活かしている。 

  

 

 

 

 

 

そのほか、本市には市民の申請に基づいて地域資源を認定する市独自の地域遺産制度

である「遠野遺産認定制度」があり、現在まで 169 件が認定を受け、地域協働でその保護と

活用を推進している。この取組が高く評価され、2024 年に観光の国際認証団体であるグリー

ン・デスティネーションズ（本部：オランダ）が主催する「世界の持続可能な観光地 TOP100 選

2024」及び「文化と伝統部門 1位」に選出された。 

本市の観光活性化や物産振興は観光マネジメントボード遠野が担っており、その事務局で

ある地域商社「(株)遠野ふるさと商社」は 2024年 3月に登録観光地域づくり法人（登録 DMO）

に登録され、本市の観光の舵取り役として持続可能な観光まちづくりを推進している。 

 

 

  

1.将来ビジョン 

遠野ふるさと村 カッパ淵 めがね橋 

世界の持続可能な観光地 

TOP100 選に選定 

同「文化と伝統部門」 

1 位に選出 

遠野遺産 

「山口さんさ踊り」 
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（地域が直面する課題） 

1．人口減少・少子高齢化に起因する課題 

本市においても、小規模自治体の共通課題である人口減少・少子高齢化（高齢化率 40％

超、全国平均上回る）が進んでいるが、今後も人口が縮小していくことを前提にこれらの影響

やそれ以外に起囚する課題の整理を行った。 

 

① 経済・産業への影響 

・基幹産業である農林業の担い手不足等による生産性低下やコスト増加、経済成長鈍化 

・地域内サービス利用や産業の低下による廃業や倒産のリスクが拡大 

・地域経済縮小による雇用機会の減少に伴う若年層の流出や後継者不足、生産年齢人口の減少 

・地域経済循環構造の弱さ（エネルギー代金、観光収入の域外流出等） 

・新たな産業創出の減少や若者や女性が活躍できる働く場の不足 

・観光産業の季節変動と滞在時間の短さ 

 

② 地域コミュニティへの影響 

・遠野市が守り続けている伝統やお祭りなどの継承が困難になる 

・自治会などのコミュニティ機能や共助機能、防災機能の低下 

・空き家の増加と集落機能の低下 

・空き店舗の増加や商店街の衰退 

 

③ 行政サービス等への影響 

・税収減による社会保障費増加への対応 

・公共施設や関連施設の維持・管理、インフラ老朽化問題 

 

④ 生活への影響 

・生活関連サービス（小売、飲食、医療機関、娯楽）の縮小や市民が交流する場の減少 

・公共交通の衰退・縮小による買物弱者増加や医療・福祉サービスへのアクセス格差拡大 

 

⑤ 環境への影響 

・森林管理者の減少による森林保全や生物多様性への影響 

・再生可能エネルギーと景観等の調和 

・気候変動などによる農作物等への影響 
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(2) 2030年のあるべき姿（目指す将来像） 

 

【2030年のあるべき姿＝遠野サステナブルビジョン 2030】 

不可避の課題である人口減少を見据えて設立する官民協働体制「遠野 SDGs 官民共創ネ

ットワーク」により、公益性の高い「遠野サステナブルプロジェクト」が創出される。これらのプ

ロジェクト創出には地域課題解決につながる民間のアイデアやノウハウを活用する。 

プロジェクトの推進により経済成長が促進されると共に地域社会の維持や環境保全、伝統

文化の継承が行われ、『遠野サステナブルビジョン 2030』が実現する。 

 
図 1 遠野サステナブルビジョン 2030 実現に向けたイメージ図 

１． 経済面 人口が減少しても稼げるまち 

① 総合戦略と脱炭素戦略の融合による地域内経済循環システムの確立 

豊富な自然資源を最大限利活用した再エネ（風力、小水力、太陽光）の拡大や地域新電力

会社（R7 年度設立）による地産地消電力販売によりエネルギー費の域外流出を削減し、地域

内経済循環システムを確立する。 

 

② 観光マネジメントボード遠野とその事務局であるDMO「(株)遠野ふるさと商社」を中心としたサ

ステナブルツーリズムによる新たな観光消費の増加 

観光マネジメントボード遠野とその事務局である「(株)遠野ふるさと商社」が中心となり、

「遠野物語」や「伝統文化（遠野遺産等）」、「遠野ふるさと村」や「たかむろ水光園」、「高清水

展望台」などの地域資源をリブランディングした新たなコンテンツと、グリーン電力活用を融合

させ、サステナブルツーリズムを実現することにより、滞在型観光が定着し、観光消費が増加

する。 

 

③  「遠野 SDGs官民共創ネットワーク」による地域資源を活用した新たな事業の創出 

市保有の遊休施設や遊休地、公園等を地域内企業がアイデア、ノウハウ、資金を投入し有

効活用（PPP/PFI、SIB 等）することで若者が興味をもつワクワクする新たな事業が創出され、新
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規創業や雇用につながっている。また、これらの事業への投資、寄付、地域金融機関の新たな

融資（遠野サステナブル融資等）の促進により、「遠野型自律的好循環」が形成される。 

 

２． 社会面 年齢を問わず誰もが安心できる暮らしの実現 

① 市民の地域課題解決への意識向上 

「遠野 SDGs 官民共創ネットワーク」の活動（啓発活動）や、そこで創出される多様な事業・

地域サービスによって市民一人ひとりが地域課題を理解し、これらの解決に当事者として参

加している。 

 

② 多様なコミュニティの創出と生活関連サービスの維持 

「遠野サステブルビジョン 2030」の取組により多くの市民にとって地域課題が自分事となり、

自ら地域を良くしていこうという機運が高まる。また、DX 化の進展により多様なコミュニティが

生まれ、交通、医療、福祉、教育等の生活関連サービス等が維持されている。 

 

③ 伝統文化の承継と関係人口の創出 

遠野の文化や歴史の認知をさらに拡大することで文化・伝統の承継を推進するとともに、

新たな価値を創造する人材育成を行うことで観光客の増加と関係人口のさらなる増加が進む。 

 

３． 環境面 自然と共生する暮らしの実現 

① 市内のゼロカーボン化への脱炭素化×地方創生 

官民の取組で進める地域新電力会社の設置（R7年度）や地域裨益型の再エネ発電所の

普及による地産地消のグリーン電力供給により、地域課題が同時に解決できる仕組みや脱

炭素化×地方創生の仕組みが構築され、ゼロカーボンが実現されている。 

 

② バイオマス発電などによる森林資源の利活用 

市内のバイオマス発電所による新たな地産地消サプライチェーンの構築など森林資源の

適切な管理・活用が拡大されており、森林の二酸化炭素吸収量が保たれている。 

 

③ 「遠野サステナブルビジョン 2030」の取組による持続可能な食料生産システムの確立と

自然と共生する暮らしの実現 

耕畜連携と循環型農業が広く普及し、環境に負荷の少ない持続可能な食料生産システム

が確立している。また、「遠野サステナブルビジョン 2030」の取組によるプロジェクトの創出で

得られた利益の一部が山や川などの自然と共生する暮らしに対する取組に活用され、生物

多様性が保全されている。 
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(3) 2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 ゴール：7 

ターゲット：7.2 

指標：市内エネルギー自給率 

現在（2020年度）： 

18.3パーセント 

2030年： 

50パーセント 

 ゴール：8 

ターゲット：8.9 

 

指標：観光消費額（１人当たり） 

現在（2023年度）： 

4,900円/人 

2030年： 

7,500円/人 

指標：新規創業件数 

現在（2020年度）： 

10件/年 

2030年： 

13件/年 

 

 

■市内エネルギー自給率 

2030年あるべき姿の経済面 1-①項目に掲げた「遠野総合戦略と脱炭素戦略の融合での

地域経済循環システムの確立」の実現に向け、記載内容の市内エネルギー自給率を KPI と

定め、環境省の地域循環分析表のエネルギー流出費 22億をベースに、再エネ普及や地域

新電力会社による公共施設や主要施設への供給により費用の 10%（2.2億円）削減を目標と

して設定している。 

 

 

■観光消費額 

2030年あるべき姿の経済面 1-②項目に掲げた「DMOを中心としたサステナブルツーリズ

ムによる新たな観光消費の増加」への実現に向け観光消費額の拡大を KPI と定め、滞在型

観光の定着などにより観光消費額（１人当たり）を 7,500円（現在の約 1.5倍）に増加させるこ

とを目標として設定している。 
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■新規創業件数 

2030年あるべき姿の経済面 1-③項目に掲げた「『遠野 SDGs官民共創ネットワーク』によ

る地域資源を活用した新たな事業の創出」については、「新たな事業創出による新規創業件

数や雇用が生まれることの新規創業件数（13件）」を KPIに定めた。 

 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 ゴール：11 

ターゲット：

11.3 

指標：官民共創プロジェクト参加事業者数 

現在（2024年度）： 

0社 

2030年： 

100社 

 ゴール：17 

ターゲット：

17.17 

指標：遠野に住み続けたいと思う市民の割合 

現在（2024年度）： 

71.1％ 

2030年： 

72％ 

指標：若年層（20～39歳）の社会増減 

現在（2020年度）： 

△50人/年 

2030年： 

±0人/年 

 

 

■官民共創プロジェクトへの参加事業者数 

2030年あるべき姿の社会面 2-①項目に掲げた「市民の地域課題解決への意識の向上」

には、市民一人ひとりが地域課題を理解し、創出される様々な官民共創プロジェクトに参加で

きる仕組みの構築が必要となる。 

市民への啓発活動や創出されるプロジェクト（案）に共感する事業者に対する認定制度「遠

野サステナブル企業」(企業版遠野 SDGs認証制度）を設け、参加企業を増やしながら（KPI

設定）事業・サービス創出につなげることで市民がこれらに参加できる仕組みを構築する。 
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■遠野に住み続けたいと思う市民の割合 

2030年あるべき姿の社会面 2-②項目に掲げた「多様なコミュニティの創出と生活関連サ

ービスの維持」に向けた取組として、人口減少が進んでも生活関連サービスが維持されるた

めに、官民プロジェクトで得た利益を活用しながら DX化を加えた持続可能な生活関連サー

ビスを構築する（人材育成含む）。より安全安心な地域づくりが広がるとともに、移住者や二

地域居住者などをあたたかく迎える多様なコミュニティの実現も図っていくことで、地域に愛着

をもつ者の割合を増加させる（KPI設定）ことを目標として設定している。 

 

■若年層（20～39歳）の社会増加 

2030年あるべき姿の社会面 2-③項目に掲げた「伝統文化の承継と関係人口の創出」に

向け、文化・伝統の承継と同時に新たな価値を創造する人材育成の仕組み（育成プログラム

等）を構築し、若年層の社会増加（KPI設定）を達成することで、新たな価値を持った文化・伝

統の承継や観光客の増加につなげる。 

 

（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 ゴール：13 

ターゲット：

13.2 

指標：市域からの二酸化炭素排出量 

現在（2020年度）： 

18万トン-CO2 

2030年： 

8万 2千トン-CO2 

 ゴール：15 

ターゲット：

15.2 

 

指標：市有林整備面積 

現在（2023年度）： 

10ヘクタール/年 

2030年： 

30ヘクタール/年 

指標：環境保全型農業実施面積 

現在（2024年度）： 

8.09ヘクタール 

2030年： 

20ヘクタール 
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■市域の二酸化炭素排出量 

2030年あるべき姿の環境面 3-①項目に掲げた「市内のゼロカーボン化への脱炭素化×

地方創生」に向けた記載内容の 2030年排出量削減目標の実質排出量を KPIに定め、ゼロ

カーボンの実現を図る。 

 

 

■市有林整備面積 

2030年あるべき姿の環境面 3-②項目に掲げた「バイオマス発電所などによる森林資源の

利活用」に向けた記載内容のバイオマス発電所（2026年度設置予定 2MW）による市内サプ

ライチェーン構築のための民有林整備を促進すべく、民有林の整備面積（うち市有林の整備

面積（KPI設定））を増やしながら活用しやすい形を実現する。 

 

 

■環境保全型農業実施面積 

2030年あるべき姿の環境面 3-③項目に掲げた「『遠野サステナブルビジョン 2030』の取組

による持続可能な食料生産システム確立と自然と共生する暮らしの実現」に向けた記載内容

の食料システムの確立につながる環境保全型農業実施面積を KPIに定め、耕畜連携と循環

型農業の普及拡大を図ることにより、自然との共生や生物多様性の保全につなげていく。 

  



11 

 

 

 

 

(1) 自治体 SDGsの推進に資する三側面の取組 

①経済面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 ゴール：7 

ターゲット：7.2 

指標：市内エネルギー自給率 

現在（2020年度）： 

18.3パーセント 

2030年： 

50パーセント 

 ゴール：8 

ターゲット：8.9 

 

指標：観光消費額（１人当たり） 

現在（2023年度）： 

4,900円/人 

2030年： 

7,500円/人 

指標：新規創業件数 

現在（2020年度）： 

10件/年 

2030年： 

13件/年 

 

①-1 遠野市 GX推進事業 

地域内の温暖化対策と地域経済成長の両立を目指すため、市内に眠っている自然資源を

有効活用する仕組みや地域人材の力を最大限に引き出す各施策を推進する。また、それら

を連携させることで、地域総合戦略と脱炭素戦略を融合させ、施策のさらなる強化を図る。こ

れらの取組によって地域内のステークホルダー（事業者、各団体等）による新たなビジネス創

出や既存事業の拡大につながり、持続可能な地域内経済循環を確立させる。 

 

 

・域外に流出しているエネルギー費用を域内に好循環させる手法として、R7年度から地域新

電力会社の設立に向けた取組を開始する。地域内所有の再エネ設備の設置を行いながら

グリーン電力供給による地域サプライチェーン構築に向け事業を行う。 

・地域課題の解決につながる GX推進体制としての地域新電力会社の設置 

・地域の GX運営組織としての地域新電力会社は、電力販売で得られた収益の一部を地域

課題解決事業へ投資し、事業の促進に寄与する。 

2.三側面（経済・社会・環境）の取組 
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図 2 地域課題解決のための遠野市 GX運営組織イメージ図 

 

①-2 観光マネジメントボード遠野及び DMOを核とした滞在型観光の推進（観光消費額の

向上） 

令和 5 年 3 月に策定した「遠野市観光基本計画」において、持続可能な観光まちづくりとし

てサステナブルツーリズムの推進を定めており、観光による経済効果を最大化しつつ、地域

に受け継がれる文化や豊かな自然環境を損なわれないよう対策をとることで将来にわたって

継続できる持続可能な観光を推進している。 

 

 

・観光マネジメントボード遠野及び DMO「(株)遠野ふるさと商社」を中心に、地域資源を活用

した体験型観光コンテンツの開発を進める。 

・宿泊施設の整備や既存施設のリノベーション（ZEB化等）による滞在環境の向上を図る。 

・DXを活用したマーケティングを行い、効果的な観光プロモーションを行う。 
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図 3 サステナブルツーリズム イメージ図 

 

①-3 地域資源を活用した新しい産業の創出 

楽しく働ける地域を創るために、官の持つ情報、信頼、制度と民間のアイデア、ノウハウ、

資金を合わせた新たな産業創出を行う。これらは様々な地域資源を活用しつつ官民共同で

推進し、遠野型自立的好循環の実現を図る。 

 
・遠野産ホップや馬産業などの地域特産品を活用した高付加価値商品の開発を進める。 

・空き家や空き店舗を活用したチャレンジショップ制度を創設する。 

・地域金融機関と連携した ESG 投資の取組として「遠野 SDGs 融資制度」の開設や創業支

援を行う。 
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②社会面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 ゴール：11 

ターゲット：

11.3 

指標：官民共創プロジェクト参加事業者数 

現在（2024年度）： 

0社 

2030年： 

100社 

 ゴール：17 

ターゲット：

17.17 

指標：遠野に住み続けたいと思う市民の割合 

現在（2024年度）： 

71.1％ 

2030年： 

72％ 

指標：若年層（20～39歳）の社会増減 

現在（2020年度）： 

△50人/年 

2030年： 

±0人/年 

 

②-1 「遠野市 SDGs官民共創ネットワーク」の構築（官民共創プロジェクト事業の創出） 

「遠野市 SDGs 官民共創ネットワーク」は地域内の様々なセクション等の壁を超えた連携を

図り、多様化する地域課題を可視化しながら、それらの解決に資する官民共創プロジェクトの

ためのネットワークづくりを推進する。 

 

 

・市内企業、団体、金融機関、市民等が主体的に考え行動する官民共創の場づくりを行う。 

・人口減少がもたらす地域への影響や課題の可視化を市民に分かり易く共有するプラットフォ

ームを開設する。 

・「遠野市官民共創プロジェクト推進プログラム」をガイドラインとして策定し、運用する。 

・市内の地域課題に対する認識不足への課題解決として「地方創生 SDGs 課題解決モデル都

市」申請中 

 

②-2 シビックプライド醸成プロジェクト（住民満足度の向上） 

今後の生活環境を維持するための将来構想や、地域の担い手となる若者の確保を行うた

めには、多様な地域コミュニティの構築が重要となる。シビックプライド醸成プロジェクトの推

進により地域の中にある魅力を再発見し、地域課題の解決策を考える取組を推進する。 
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・市民参加型の地域課題解決ワークショップを定期的に開催する。 

・新しい遠野物語を紡ぐプロジェクト（地域の魅力再発見プログラム）を実施する。 

・若者の地域活動の参画を促進するユースカウンシルを設立する。 

 

②-3 デジタル技術を活用した地域コミュニティの創出（若年層の活躍の場の創出） 

本市のサステナブルな取組や地域の魅力をデジタル技術の活用で地域内外に発信

し、世代を超えた新たな地域コミュニティの形成や関係人口の増加につなげる。 

 

・既存の地域ＣＡＴＶ「遠野テレビ」での情報発信に加え、高齢者を含む全世代を対象とした

地域発信の SNSアカウントを立ち上げ、運営する。（Instagram、YouTube等） 

・オンラインとリアルを組み合わせた多世代交流の場を創出する。 

・デジタル技術を活用し、従来のものより使いやすい見守りシステムを構築する。 

 
図 4 遠野市 SDGs 官民共創ネットワークによる自律的好循環に向けた取組イメージ図 
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③環境面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 
KPI 

 ゴール：13 

ターゲット：

13.2 

指標：市域からの二酸化炭素排出量 

現在（2020年度）： 

18万トン-CO2 

2030年： 

8万 2千トン-CO2 

 ゴール：15 

ターゲット：

15.2 

 

指標：市有林整備面積 

現在（2023年度）： 

10ヘクタール/年 

2030年： 

30ヘクタール/年 

指標：環境保全型農業実施面積 

現在（2024年度）： 

8.09ヘクタール 

2030年： 

20ヘクタール 

 

③-1 再生可能エネルギーの導入拡大（市域からの二酸化炭素排出量の削減） 

地域脱炭素戦略の構築を進めるに当たり、再生可能エネルギーを活用した農業や観光、

食、イベントなど様々なコンテンツ（案）を検討している。市内にある豊富な再エネポ

テンシャルを活用し市内ゼロカーボン化を実現するため、再エネの普及拡大を推進する。 

 

・太陽光、小水力、バイオマス等の再生可能エネルギー設備の普及拡大を促進する。 

・市内の先導モデルとして、公共施設への再生可能エネルギー設備や省エネ機器の牽先

導入を図りながら、EMSでの二酸化炭素削減量の見える化による定量化や BCP対策な

どを促進する。 

・家庭向けや事業者向けの再生可能エネルギー設備や省エネ機器の導入支援制度を拡充する。 

 

③-2 森林資源の持続可能な管理と活用の推進（民有林整備の促進） 

市内に排出されている CO2を吸収する存在として、森林はカーボンニュートラルの

実現に必要不可欠になっている。市内で普及拡大を促進している木質バイオマスエネ

ルギー（電気・熱）による循環型社会の形成を通して森林資源の有効利活用や市内の

脱炭素化を進める。 
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・森林環境譲与税を活用した森林整備を推進する。 

・木質バイオマスエネルギーの利用拡大を図る。 

・森林の多面的機能を活かした環境教育や観光プログラムの開発を促進する。 

③-3 循環型農業の推進（環境保全型農業実施面積の拡大） 

 

・耕畜連携や有機農業といった環境保全型農業の普及促進を図る。 

・地産地消の推進と食品ロス削減の取組を推進する。 

・スマート農業技術の導入による環境負荷低減と生産性向上の両立を図る。 

 

(2) 統合的取組 

（2-1）統合的取組の事業 

統合的取組の事業名：「遠野サステナブルプロジェクト」 

「遠野サステナブルビジョン 2030～官民共創で築く持続可能な遠野の未来～」の実現を目

指し、経済面、社会面、環境面の 3側面の融合プロジェクトや稼げるプロジェクトを推進する。 

これらのプロジェクトは、観光マネジメントボード遠野とその事務局である DMO「(株)遠野ふ

るさと商社」や、地域新電力会社(R7 年度設立)等市内の様々なステークホルダーの参加によ

り推進され、これまで別々に存在していた社会・環境プロジェクト等を相互に補完することで

市内外の人々から共感されるものとなる。 

 
図 5 2030 遠野サステナブルプロジェクト 統合的なイメージ図 
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（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程による工夫） 

①地域新電力の機能を活用したサステナブルなプロジェクト

 

地域外に流出しているエネルギー費用の削減や、それ以外の新たな工夫により地域内利

益の拡大を図る。 

・遠野市のGX推進運営組織として、電力販売等を行う従来の地域新電力機能だけではなく、

GX 推進で目指す地域の姿を共有するコンセプトシートを制作する（事業コンセプト、市場、

提供サービス、ビジネスモデル等を記載）。 

・市民にわかりやすく愛されるブランディングを構築し、ワクワクするような発信をする。この際

に親しみやすいイメージキャラクターや名称を市民からの提案募集等で制定する。 

・市民からの共感を得る電力販売メニューとして、加入者にとって特に関心が高い事柄に対し

て利益の一部を活用できる電力販売メニューを設定する。 

 

図 6 地域新電力会社イメージキャラクター案(一例) 

 
図 7 地域新電力の機能を活用したサステナブルプロジェクトイメージ図 

第 2 世代交付金申請予定事業（一部他のメニュー申請） 
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②観光マネジメントボード遠野とその事務局である DMO「(株)遠野ふるさと商社」の機能を活

用したサステナブルなプロジェクト 

（DMO「㈱遠野ふるさと商社を中心としたサステナブルツーリズムの推進） 

 

「世界の持続可能な観光地 TOP100選 2024」及び「文化と伝統部門 1位」に選出された取

組を推し進め、経済、社会、環境を統合したサステナブルツーリズムのさらなる推進を図る。 

・環境に配慮した観光コンテンツの開発。 

・観光施設・宿泊施設等へのグリーン電力（地産地消）供給や再エネ設置、既存 ZEB 化など

によるリブランディング。 

・環境負荷の少ない交通（グリーンスローモビリティ等）を活用した二次交通の対策。 

・「遠野サステナブルプロジェクト」で得られた利益の一部を「遠野遺産」の維持管理等に還元

させる仕組みの構築。 

③地域の課題を解決する「遠野サステナブルプロジェクト」の創出 

地域のステークホルダーが既に一定の協力関係を有しているという強みを活かし、各プロ

ジェクトを一体的に管理・推進することで、相乗効果の最大化を図る。 

また、「遠野市 SDGs 官民共創ネットワーク」が整理したプロジェクトに関するルールや制

度の構築を「遠野サステナブルプロジェクト」が PF（プラットフォーム）として行うことで、プロジ

ェクトのゴールが市民と共有しやすくなることが期待できる。 

・公共施設マネジメントに関わる官民連携プロジェクトの整理を行い、民間からのアイデア・ノウハ

ウ・資金を活用した運営手法（PPP/PFI、SIB、スモールコンセッション）等について検討を行っていく。 

・デジタルプラットフォームの構築・運営により地域課題の可視化を行い、新たなサービス展

開につなげる。 

・サステナブルプロジェクトに参加する人材の育成プログラムの開発を行い、市民活動団体に

よる運営体制を構築する。 

 

(統合的取組におる全体最適化の概要及びその過程による工夫） 

・経済・社会・環境の各側面の取組を個別に推進するのではなく、「遠野サステナブルプロジ

ェクト」として一体的に管理・推進することで、相乗効果の最大化を図る。 

・地域新電力会社を核とした資金循環の仕組みを構築することにより、環境対策と経済活性

化の同時実現を図る。 

・官民共創プラットフォーム（遠野市 SDGs 官民共創ネットワーク）を通じて、多様なステークホ

ルダーの参画を促し、市民のシビックプライドの醸成を図る。 

・デジタル技術を活用したプラットフォームを併せて構築することにより、取組の見える化と参

加のハードルの低減を図る。 

 

第 2 世代交付金申請予定事業 
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（2-2）統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

①経済⇔環境 

（経済→環境） 

KPI（環境面における相乗効果等） 

指標：稼げるサステナブルプロジェクトによる環境保全活動への投資 

現在（2025年 3月）： 

0円 

2028年： 

100万円 ⇒ 3年後にはある程度の地域新

電力会社の利益が創出されていると想定 

地域新電力会社の地域電力販売事業や DMO「(株)遠野ふるさと商社」の利益の一部を森

林整備や環境保全活動に投資することにより好循環が生まれる。 

 

（環境→経済） 

KPI（経済面における相乗効果等） 

指標：地域裨益型再エネ発電設置による地域新電力の再エネ電力確保 

現在（2025年 3月）： 

0MWｈ/年 

2030年： 

19,341MWｈ/年 ⇒ 遠野市地球温暖化対策

実行計画で定める取組を基に設定 

地域資源を活用する再生可能エネルギー設備による再エネ電力を、地域新電力のグリー

ンメニューとして市内の公共施設、民間施設、一般家庭へ販売する。 

 

② 経済⇔社会 

（経済→社会） 

KPI（社会面における相乗効果等） 

指標：官民共創プロジェクトによる新規雇用創出数 

現在（2025年 3月）： 

0人 

2027年： 

2人⇒地域新電力会社の新規雇用者数を

想定 

多様なサステナブルプロジェクト創出により新たな雇用が創出され、若者の地元定着や移

住促進につながる。 

また、地域内の経済好循環による地域の活性化、コミュニティの維持に寄与する。 
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（社会→経済） 

KPI（経済面における相乗効果等） 

指標：市民や市内企業の提案による新規ビジネスの創出件数 

現在（2025年 3月）： 

0件 

2030年： 

3件⇒遠野市創業支援等事業計画では年

間 10人の創業の実現を目指すこととしてい

る。ネットワークを通じた新たなビジネスとい

う点を考慮しても、3人（3件）という数字は

現実性があるものと思料される。 

「遠野市 SDGs官民共創ネットワーク」を通じて市民や企業から提案されたアイデアが新た

なビジネスとして展開され、地域経済の活性化に貢献する。 

また、シビックプライドの向上により、地域内消費や地元企業からの応援機運が高まる。 

 

③ 社会⇔環境 

（社会→環境） 

KPI（環境面における相乗効果等） 

指標：市民参加型環境保全活動の参加者数 

現在（2023年）： 

延べ 11,434人 

2030年： 

延べ 12,000人⇒環境保全活動への参加者

を想定 

「遠野サステナブルビジョン 2030」の取組推進により、多くの市民のシビックプライド向上に

つながり、環境保全等に対する自発的な意識が芽生え活発化する。 

また、サステナブルプロジェクト等の活動が「専用 HP」や地域 CATV「遠野テレビ」から発信

されることで、環境配慮行動の普及が促進される。 

 

（環境→社会） 

KPI（社会面における相乗効果等） 

指標：環境教育プログラムの参加者数 

現在（2024年）： 

延べ 100人 

2030年： 

延べ 150人⇒水生生物調査等の参加者を

想定 

地域資源である森林や農地の自然環境や再生可能エネルギーなどを活用した環境教育

プログラムの実施により、市民の環境意識が向上するとともに、世代間交流や地域への愛着

形成が促進される。 

また、自然環境の保全により、市民生活の質（QOL）が向上する。 
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(3) 情報発信 

（域内向け） 

①「遠野サステナブルプロジェクト」専用ウェブサイト・SNSの開設 

・地域課題の可視化と各プロジェクトの進捗状況の見える化 

・市民参加型イベントの告知や参加者募集 

・好事例の紹介と横展開の促進 

 

②市民向け SDGs啓発イベントの開催 

・「遠野サステナブルフェス」の開催 

・小中学校での SDGs教育プログラムの実施 

・公民館等での出前講座の定期開催 

 

③「広報とおの」や市公式ホームページにおける SDGs特集の掲載 

・市広報誌や市公式ホームページでの SDGs関連記事の掲載 

・市民参加型の「我が家の SDGs宣言」企画の実施 

・地域課題解決に取り組む市民・団体の紹介 

 

（域外向け（国内）） 

①「遠野サステナブルビジョン」の発信 

・日本語や英語のプロモーション動画の制作・公開 

・国内の環境・観光関連イベントでの事例発表 

・全国の自治体向けセミナー・視察受入れの実施 

 

②メディア戦略の展開 

・プレスリリースの定期配信 

・専門誌や一般誌への寄稿 

・テレビ、ラジオ等のメディア露出の強化 

 

③関係人口の創出・拡大 

・ふるさと納税制度を活用した「遠野サステナブルプロジェクト」支援メニューの創設 

・オンラインコミュニティの運営 

・都市部での「遠野サステナブルイベント」の開催 

 

（海外向け） 

①多言語での情報発信 

・英語、中国語、韓国語等のウェブサイト・パンフレットの制作 

・国際的な SDGs関連プラットフォームへの事例登録 
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・JICAなど国際協力機関との連携による発信 

 

②国際会議・イベントでの発表 

・国連ハイレベル政治フォーラム（HLPF）等での事例発表 

・国際観光見本市への出展 

・姉妹都市等との交流を通じた情報発信 

 

③インバウンド観光客向け体験プログラムの提供 

・「SDGsツーリズム」プログラムの開発・提供 

・多言語対応の人材育成 

・SNSを活用した口コミ拡散の促進 

 

(4) 全体計画の普及展開性 

（他の地域への普及展開性） 

①取組体制の普及展開性 

・「遠野市 SDGs課題解決における官民共創ネットワーク」のフレームワークは、他の小規模

自治体でも導入可能な汎用性の高いモデルである。 

・地域新電力会社を核とした資金循環の仕組みは、再生可能エネルギーポテンシャルを有

する地域であれば応用が可能である。 

・既存の地域商社（DMO）機能を活用した展開方法は、観光資源を有する地域での横展開

が容易である。 

 

②取組方法の普及展開性 

・地域課題の可視化と共有のためのデジタルプラットフォームは、他地域でもカスタマイズし

て活用が可能である。 

・「遠野市官民共創プロジェクト推進プログラム」のフレームワークは、他自治体でも応用可

能なテンプレートとして提供することができる。 

・市民のシビックプライド醸成のためのワークショップ手法は、他地域でも活用可能なプログ

ラムとして体系化することができる。 

 

③取組内容の普及展開性 

・地域資源を活用したサステナブルツーリズムの手法は、観光資源を有する地域での応用

が可能である。 

・森林資源の多面的活用モデルは、森林を有する地域での横展開が可能である。 

・地域 SNSを活用したコミュニティ強化の手法は、高齢化が進む地域での応用が可能である。 

 

  



24 

 

 

④ 類似地域への展開策 

④-1 「遠野モデル」普及パッケージ（小規模自治体向け SDGs推進パッケージ）の開発 

・人口規模や産業構造に応じた導入ステップの整理 

・必要最小限のリソースから始められる「スモールスタート版」の提供 

・成功事例や失敗事例などをまとめた実践ガイド（事例集）の公開 

 

④-2 自治体間ネットワークの形成 

・オンラインによる交流会（情報交換会）の開催 

・自治体間の人材交流プログラムの実施 

・「SDGs未来都市サミット in遠野」の開催 

 

④-3 共同プロジェクトの展開 

・地域新電力を事業化している複数自治体による「広域サステナブル電力事業」の共同実施 

・地域資源を相互活用した「サステナブルツーリズム広域連携」の推進 

・共通課題に対する「SDGs課題解決共同研究」の実施 

 

 

 

 

 

(1) 各種計画への反映 

1．第 2次遠野市総合計画後期基本計画 

本市では、平成 27 年 6 月に「第 2 次遠野市総合計画基本構想（平成 28年度～令和 7 年

度）」を、同年 12月に「前期基本計画（平成 28年度～令和 2年度）」を策定した。 

また、前期基本計画の最終年度となる令和 2年度に「後期基本計画（令和 3年度～令和 7

年度）」を策定し、各種施策の実行に努めてきた。 

少子化や高齢化、高度情報化社会の急速な進展、国際化の潮流など社会が大きく変化す

る一方で、地球温暖化の進行により台風や豪雨などの自然災害の規模や頻度が年々増加し、

土砂災害も想定を上回る規模で頻発するなど気候変動の影響も顕著となっている。 

こうしたことから、第 2 次遠野市総合計画後期基本計画においては各施策と SDGsの体系

を関連付け、地方創生 SDGs 官民連携プラットフォームへの参画をはじめ、市民、関係団体、

企業など地域社会を構成する多様な主体がそれぞれ連携、協働していくことを策定方針に明

記し、取組を推進していくこととした。（令和 3年 3月策定） 

 

2．その他個別計画 

総合計画以外にも、持続可能なまちづくりを推進するため、以下の個別計画に SDGs の理

念を反映している。 

3.推進体制 
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・遠野市国土強靭化地域計画（令和 2年 3月策定） 

・第 4次遠野市環境基本計画（令和 3年 3月策定） 

・遠野市過疎地域持続的発展計画（令和 3年 9月策定） 

・遠野市デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進基本計画（令和 4年 6月策定） 

・第 4期遠野市地域福祉計画（令和 3年 3月策定） 

・第 3次遠野市食育推進計画とおのっこプラン（令和 3年 3月策定） 

・第 3次遠野市農林水産振興ビジョン（令和 3年 4月策定） 

・第 3次遠野市馬事振興ビジョン（令和 3年 2月策定） 

・遠野市地球温暖化対策実行計画（令和 6年 9月策定） 

・第 4次遠野市男女共同参画基本計画（令和 3年 3月策定） 

 

(2) 行政体内部の執行体制 

1．市長の役割 

・SDGs未来都市計画の最高責任者として、全体方針の決定と進捗管理を行う。 

・庁内外に向けた SDGsの理念と取組の発信者となる。 

・多様なステークホルダーとの連携構築の先導役を務める。 

・予算編成方針において SDGsの視点を重視することを明示する。 

2．SDGs推進プロジェクトチーム 

・各課から選出された若手、中堅職員で構成する。（地球温暖化対策推進員兼務） 

・組織横断的な取組の企画と実施、庁内の意識啓発の役割を担う。 

 

図 8 体制図のイメージ（例） 

※既存の地球温暖化対策推進委員会に係る体制中の地球温暖化対策推進員に、SDGsの

推進に関することも分掌（SDGs推進プロジェクトチームを兼務）させようとするもの 
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団体・組織名等 事業における位置付け・役割 

(株)遠野ふるさと商社 観光のさらなる活性化（客数増加や滞在時間の増加、魅力

度向上に関する取組等）や地域の物産振興（地域の自然風

土が作り上げる農畜産物やそれら加工品、伝統工芸品等

の販売力を高める取組）を推進するなど、地域ブランディン

グの中心的な役割を担う。 

地域新電力設立に向け

たステークホルダー 

地域新電力会社の R7年度設立に向け、地域事業者との連携

方法や地域人材の育成方法等の運営体制について検討しつ

つ、内製化についての調査を行う。持続可能な運営組織を目

指し、できるだけ多くのコンテンツが提供できるよう地域内の

工事店やサービス事業者と連携した体制を構築する。 

2．その他の連携 

団体・組織名等 事業における位置付け・役割 

国内の自治体 知見・経験の共有、広域課題への対応力強化、発信力の向上 

（連携方法）「SDGs未来都市ネットワーク」への参加、近隣自治

体との広域連携プロジェクト実施、先進自治体との相互交流 

海外の主体 国際的視点の獲得、インバウンド観光の促進、グローバル

人材の育成 

（連携方法）姉妹都市との「SDGs パートナーシップ協定」締結、

国際会議での事例発表、JICAとの連携による研修受入れ 

 

 

 

 

図 9 「遠野 SDGs 官民共創ネットワーク」による自律的好循環形成に向けた取組イメージ図 

4.自律的好循環の形成 
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(自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等) 

P15 に記載の「遠野 SDGs 官民共創ネットワーク」（図 4）は市内の自律的好循環形成を促

進する連携のハブとして、市が中心となり多様なステークホルダーが参加する。 

同ネットワークは地域の変化をモニタリングしながら「サステナブルプロジェクト」の創出に

資する取組の中核を担う。具体的には地域課題解決に関する意見や地域資源活用のアイデ

ア等、産業創出につながるプロジェクト（案）に関する情報提供や制度の構築を行う。 

 

①「遠野サステナブル企業認証制度」の創設 

「遠野サステナブルビジョン 2030」に共感する市内事業者を「遠野サステナブル企業」とし

て認証する制度の創設を R7年度に構築を行う。当該認証により付与される特典（案） 

・市専用（PF）ホームページ・広報での紹介 

・市の入札における加点評価（R7年度検討項目） 

②SNSによる「遠野サステナブルビジョン 2030」に関わる登録（R7年度より開始） 

インスタグラム等による市民向けイベント等の告知や「遠野 SDGs 官民共創ネットワーク」

の活動の発信（R7年度構築） 

・市民にもわかりやすく各取組を発信し、登録者を増やしていく。 

・SDGsに関するイベントや勉強会の開催を行う 

③遠野サステナブル融資（R7年度から検討） 

地域金融機関と連携し、「遠野サステナブル企業」に登録された企業を資金面から支援す

る仕組みの構築を行う。 

 R7年度から仕組みを検討し、各プロジェクトが創出されるまでへの構築を目指す。 

・（案）「遠野サステナブル融資制度」の創設（SDGsに貢献する事業への優遇融資、事業計

画策定支援、融資実行後のハンズオン支援等） 

・市民や企業からの出資を募り、地域課題解決に投資する「遠野版サステナブルファンド」

（融資先の成長支援プログラムの提供） 

④地域人材育成システムの構築 

「遠野官民共創ネットワーク」の構築により、各サステナブルプロジェクト（案）が進む段階で

持続可能な地域づくりの担い手となる人材を育成するための取組（R8年度から）を始めるた

め、R7年度にシステム体制を構築する。 

・「遠野サステナブルアカデミー」の開催（専門家による SDGsの基礎知識からプロジェクト

化まで学べる連続講座の開催、実践的なプロジェクト立案・実施をサポート、修了生による

コミュニティの形成） 

・学生や若手社会人で構成する「遠野ユース会議」の設置（若者視点での地域課題解決の

提案、実現に向けた予算措置） 

・地域に向けた環境学習の開催 



29 

 

 

（将来的な自走に向けた取組） 

「遠野サステナブルビジョン 2030」は、人口・生産年齢人口が縮小していくことを見据えた

上で、地域経済を成長させながら、社会機能の維持、環境の保全を統合した一体的な取組を

実現させようとするものである。 

現状の「遠野市の地域経済循環分析」によると、消費額は 16億円地域内に流入（観光等）

しているが、地域外への支出費が約 260 億円（所得、エネルギー、投資等）流出しており、本

市における観光収入等が地域経済発展に寄与していない状態であることから、官民による地

域新電力の機能を活用した市民からの共感を得る電力販売メニュー、新たな消費額の拡大

につながる域資源を最大限活用したサステナブルツーリズム、市内の空き家・空き店舗や遊

休施設・遊休地を活用した「遠野サステナブルプロジェクト」により、多くの市民の「地域をよく

していこう」という消費行動による持続可能な自律的好循環モデルが構築される。 

今後の地域を支える若者にとって魅力のある「遠野サステナブルプロジェクト」を組成段階

から発信（PF）し、様々な形で参加できる仕組みを構築することで、視点の異なる魅力の発見

や、女性のライフバランスに合わせた働き方が可能になる。「遠野サステナブルプロジェクト」

創出段階からの人材育成を兼ねる仕組みを構築し、「地域の課題解決のために楽しく働き、

暮らせる地域」への取組を推進する。 

 

 

 

 

本市の推進する官民共創による SDGs 計画「遠野サステナブルビジョン 2030」の推進によ

り、「地域が直面する課題」(P4 に記載)①～⑤までを包括的に解決する「～官民共創で築く持

続可能な遠野の未来～」の実現を目指す。 

これらの取組は「〈経済面〉人口が減少しても稼げるまち」、「〈社会面〉年齢を問わず誰もが

安心できる暮らしの実現」、「〈環境面〉自然と共生する暮らしの実現」の三側面の取組を統合

的に進める「サステナブルプロジェクト」の創出を通して地方創生・地域活性化への本市の構

造的な課題解決にも貢献する。 

官民共創で実現させる「遠野サステナブルビジョン 2030」は、本市の課題である「人口減

少による地域課題への当事者意識が低い」ことや、「課題解決が自分事にならない」こと、「地

域の新たな取組にインセンティブを感じない」こと等の構造的な課題の解決に大きく貢献する。 

 

① 経済・産業への影響に係る対応 

①-1地域内経済循環システムの確立 

・地域新電力会社の設立により、域外へ年間約 22億円が流出していたエネルギー代金の

一部（約 2.2億円）を地域内で循環させ、地域経済の活性化に貢献する。 

・再生可能エネルギーの地産地消を推進し、エネルギー自給率を 2020年の 18.3%から

2030年には 50%へと向上させる。 

5.地方創生・地域活性化への貢献 
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①-2観光産業の高付加価値化 

・DMO「(株)遠野ふるさと商社」を中心としたサステナブルツーリズムの展開により、観光消

費額（１人当たり）を 2023年の 4,900円から 2030年には 7,500円（現在の約 1.5倍）に増

加させる。 

・「世界の持続可能な観光地 TOP100選 2024」の選定を活かした滞在型観光の促進によ

り、季節変動の平準化と滞在時間の延長を実現する。 

①-3新たな産業・雇用の創出 

・「遠野 SDGs官民共創ネットワーク」による地域資源を活用した新事業創出を通じて、年間

新規創業件数を 2020年の 10件から 2030年には 13件に増加させる。 

・若者や女性が活躍できる新たな働く場を創出し、若年層（20-39歳）の社会増減を 2020年

の△50人/年から 2030年には±0人/年へと改善させる。 

①-4農林業の持続可能性向上 

・環境保全型農業の実施面積を 2020年の 8.09ヘクタールから 2030年には 20ヘクタール

へと拡大し、耕畜連携や循環型農業の普及拡大を図るとともに、持続可能な食料生産シ

ステムを確立する。 

・木質バイオマスエネルギーの活用により、森林資源の新たな経済的価値を創出し、林業

の活性化に貢献する。 

 

② 地域コミュニティへの影響に係る対応 

②-1伝統文化の継承と発展 

・「遠野遺産認定制度」を活用した文化・伝統の承継と、新たな価値創造の人材育成を同時

に行う。 

・サステナブルツーリズムの収益の一部を「遠野遺産」の維持管理に還元する仕組みを構

築する。 

②-2 コミュニティ機能の強化 

・シビックプライド醸成プロジェクトを通じて、遠野に住み続けたいと思う市民の割合を 2024

年の 71.1％から 2030年には 72％へと増加させる。 

・「デジタル技術を活用した地域コミュニティの強化により、世代を超えた新たな地域コミュニ

ティの形成を促進する。 

②-3空き家・空き店舗の活用 

・空き家や空き店舗を活用したチャレンジショップ制度の創設により、新たな事業者の参入

を促進する。 

・市が保有する遊休施設や遊休地を地域内企業のアイデア、ノウハウ、資金により有効活

用する。 
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③ 行政サービス等への影響に係る対応 

③-1財政基盤の強化 

・地域内経済循環の強化による税収増を図り、社会保障費増加への対応力を高める。 

・企業版ふるさと納税の活用や「遠野版 ESG投資ファンド」の設立により、民間資金を活用

した地域課題解決を推進する。 

③-2公共施設の効率的運営 

・公共施設マネジメントに関わる官民連携プロジェクトを推進し、PPP/PFI、SIB、スモールコ

ンセッション等の手法を活用した効率的な運営を実現する。 

・公共施設への再生可能エネルギー設備や省エネ機器の導入により、維持管理コストの削

減を図る。 

 

④ 生活への影響に係る対応 

④-1生活関連サービスの維持・向上 

・「遠野サステナブルプロジェクト」で得られた利益を活用し、DX化を加えた持続可能な生活

関連サービスを構築する。 

・多様なコミュニティの創出により、市民や市内外の人々との交流の場を確保し、地域の絆

を強化する。 

④-2交通アクセスの改善 

・環境負荷の少ない交通（グリーンスローモビリティ等）を活用したサステナブルツーリズム

の構築を通じて、地域交通システムの改善にも貢献する。 

・デジタル技術を活用した見守りシステムの構築により、高齢者等の生活支援を強化する。 

 

⑤ 環境への影響に係る対応 

⑤-1森林保全と生物多様性の維持 

・市有林整備面積を 2023年の 10ヘクタール/年から 2030年には 30ヘクタール/年へと拡

大し、森林の適切な管理・活用を推進する。 

・バイオマス発電所による市内の新たな地産地消サプライチェーンの構築により、森林資源

の持続可能な利用を促進する。 

⑤-2再生可能エネルギーと景観の調和 

・地域の景観や環境に配慮した地域裨益型の再エネ発電所の普及を推進する。 

・環境に配慮した観光コンテンツの開発や認証制度の創設により、自然環境と観光の調和を図る。 

⑤-3気候変動への対応 

・市域からの二酸化炭素排出量を 2020年の 18万トン-CO2から 2030年には 8万 2千ト

ン-CO2に削減し、気候変動の緩和に貢献する。 

・スマート農業技術の導入による環境負荷低減と生産性向上の両立を図り、気候変動に強

い農業を実現する。 




